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１．気候変動緩和に向けた、
道路交通研究部の取り組み
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「国土交通グリーンチャレンジ」（令和3年7月）の概要

3
出典）国土交通省：国土交通グリーンチャレンジ概要、2021.7、https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001412432.pdf



「国土交通グリーンチャレンジ」の道路分野の取り組み

4
出典）国土交通省道路局：第78回基本政策部会資料、2022.3、https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001470072.pdf



「グリーンチャレンジ」を支える、
道路交通研究部の調査・研究
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重点プロジェクトと、主な施策 調査・研究

省エネ・再エネ拡大等につながるスマートで強靭なくらしとまちづくり

（インフラ等を活用した地域再エネの導入・利用の拡大） 道路における再生可能エネルギー資源の調査

（脱炭素と気候変動適応策に配慮したまちづくりへの転
換）

多様なニーズや新しい生活様式に対応した道路空間の利活用に関す
る調査
自転車活用推進に向けた自転車通行空間の評価に関する調査

グリーンインフラを活用した自然共生地域づくり

（流域治水におけるグリーンインフラの活用推進等） 道路空間への導入が期待されるグリーンインフラの効果に関する調査

自動車の電動化に対応した交通・物流・インフラシステムの構築

（電動車等を活用した交通・物流サービスの推進） 一般道路における自動運転を実現するための調査研究

（自動車の電動化に対応した都市・道路インフラの社会実
装の推進）

走行中ワイヤレス給電のコイル埋設についての研究（委託研究）

デジタルとグリーンによる持続可能な交通・物流サービスの展開

（ソフト・ハード両面からの道路交通流対策） ビッグデータ等を用いた全国幹線道路の渋滞分析に関する研究

（公共交通、自転車の利用促進） 自転車活用推進に向けた自転車通行空間の評価に関する調査

（グリーン物流の推進） ダブル連結トラックおよび貨物車隊列走行を考慮した道路インフラに関
する技術研究開発（委託研究）

港湾・海事分野におけるカーボンニュートラルの実現、グリーン化の推進

インフラのライフサイクル全体でのカーボンニュートラル、循環型社会の実現

（インフラサービスにおける省エネ化の推進） 道路における再生可能エネルギー資源の調査



「グリーンチャレンジ」を支える、
道路交通研究部の調査・研究
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重点プロジェクトと、主な施策 調査・研究

省エネ・再エネ拡大等につながるスマートで強靭なくらしとまちづくり

（インフラ等を活用した地域再エネの導入・利用の拡大） 道路における再生可能エネルギー資源の調査 (2)

（脱炭素と気候変動適応策に配慮したまちづくりへの転
換）

多様なニーズや新しい生活様式に対応した道路空間の利活用に関す
る調査
自転車活用推進に向けた自転車通行空間の評価に関する調査 (1)

グリーンインフラを活用した自然共生地域づくり

（流域治水におけるグリーンインフラの活用推進等） 道路空間への導入が期待されるグリーンインフラの効果に関する調査

自動車の電動化に対応した交通・物流・インフラシステムの構築

（電動車等を活用した交通・物流サービスの推進） 一般道路における自動運転を実現するための調査研究
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走行中ワイヤレス給電のコイル埋設についての研究（委託研究）

デジタルとグリーンによる持続可能な交通・物流サービスの展開

（ソフト・ハード両面からの道路交通流対策） ビッグデータ等を用いた全国幹線道路の渋滞分析に関する研究

（公共交通、自転車の利用促進） 自転車活用推進に向けた自転車通行空間の評価に関する調査 (1)

（グリーン物流の推進） ダブル連結トラックおよび貨物車隊列走行を考慮した道路インフラに関
する技術研究開発（委託研究）

港湾・海事分野におけるカーボンニュートラルの実現、グリーン化の推進

インフラのライフサイクル全体でのカーボンニュートラル、循環型社会の実現

（インフラサービスにおける省エネ化の推進） 道路における再生可能エネルギー資源の調査 (2)

気候変動緩和に向けた取り組み (1)：
（狙い）自動車交通からのCO2排出削減

気候変動緩和に向けた取り組み (2)：
（狙い）道路管理時のCO2排出削減
（狙い）再生可能エネルギーの利用



CO2排出過程モデルの枠組み
○ 需要と供給の間で交通が発生。交通に伴いCO2が排出される。
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『(1) 自転車通行空間』の前に

出典：Reducing Transport GHG Emissions  Opportunities and Costs
Joint OECD/ITF Research Committee, 2009

（http://www.internationaltransportforum.org/Pub/pdf/09GHGsum.pdf）
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CO2排出過程モデル
○ 経済活動と自動車交通からのCO2排出との関係性を示したもの。

○ 同レベルの経済活動でも、個別項目の工夫でCO2排出削減の可能性。
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自転車活用推進に向けた
自転車通行空間の評価に関する調査

自転車活用推進法、自転車活用推進計画での位置づけ：
（自転車活用推進法）
・重要な課題（の一つ）：自転車の活用による環境への負荷の軽減。
・基本的認識：自転車交通は、CO2など環境に深刻な影響を及ぼす物質を排

出しない。

自転車利用の増進と自動車への依存の低減は、公共の利益
の増進に寄与。

→自転車の活用を総合的かつ計画的に推進。
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(1) 自転車通行空間

（自転車活用推進計画）
・地球温暖化対策は喫緊の課題。

・地球温暖化対策を進める上で、短中距離の自動車利用を自転車利用へ転
換する必要。

・自転車の利用促進のためには、自転車利用環境を整える必要。



研究の狙い

背景：
・安全で快適な自転車利用環境を創出し、自転車利用を促進する必要。
・自転車通行空間の整備形態は「自転車利用環境創出ガイドライン」で提示。
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(1) 自転車通行空間

研究の狙い：
・自転車通行空間の姿が見えてきた現時点において、整備箇所を対象に、

自転車通行空間利用率
利用者意識、利用状況（交通量、走行速度）
道路状況（幅員構成、路上駐車等）

を調査し、安全で利用性の高い自転車通行空間の姿を導出。
・合わせて、「自転車通行空間評価手法」を整理。



自転車通行空間利用率
自転車通行空間利用率：各断面で『C』の利用となる自転車の割合。

・同じ整備形態でも、自転車通行空間利用率にばらつきあり。
・車線幅員や自動車交通量の影響が考えられる。
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(1) 自転車通行空間

（自転車専用通行帯） （車道混在）
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自転車利用者の走りやすさ評価（利用者主観）
・同一路線内では、自転車専用通行帯の評価が高い。

・一方で、「危険と感じた回数は必ずしも整備形態とは関係しない」との結果。
・危険と感じた要因は、「路上駐車台数の多さ」と考えられる。
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(1) 自転車通行空間

0

1

2

3

4

5

自
転
車
専
用
通
行
帯

車
道
混
在

整
備
な
し

自
転
車
専
用
通
行
帯

車
道
混
在

整
備
な
し

自
転
車
専
用
通
行
帯

車
道
混
在

整
備
な
し

自
転
車
専
用
通
行
帯

車
道
混
在

整
備
な
し

国道6号 東京丸子横浜線 国道17号 大杉橋通り

5段階評価を点数化し、
平均値で評価

走りやすい：5点
やや走りやすい：4点
どちらでもない：3点
やや走りにくい：2点
走りにくい：1点 （路線１） （路線２） （路線３） （路線４）



自転車通行空間利用率と、利用を妨げる要因
・「路線２の自転車専用通行帯」、「路線４の車道混在」で自転車通行空間利
用率が低い。

・自転車通行空間利用率が低くなる要因（利用者主観）
（自転車専用通行帯）路上駐車があり、通行しづらい。
（車道混在）自動車との距離が近い。自動車の速度が速い。

路上駐車があり、通行しづらい。

13

(1) 自転車通行空間

（路線１） （路線２） （路線３） （路線４）



道路における再生可能エネルギー資源の調査

背景：
・道路管理時におけるCO2排出削減の必要。
・そのためには、
道路管理時の電力（エネルギー）消費の削減
再生可能エネルギーの利用の促進 が必要。
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(2) 再生可能エネルギー資源

（H25調査）



研究の狙い１

研究の狙い：
・施設種類別の電力消費量の把握手法の確立。
・利用可能な省エネ技術、再エネ技術の把握。
・省エネ技術、再エネ技術を導入した場合の、電力消費削減可能性の把握。
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(2) 再生可能エネルギー資源

センシング技術を用いた電力消費削減イメージ

太陽光発電を用いた電力消費削減イメージ



研究の狙い２

研究の狙い：
・太陽光発電施設の導入方策の確立。
→設置場所の考え方等の整理。技術指針として、とりまとめ。
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(2) 再生可能エネルギー資源

道路区域内での太陽光発電施設の設置 トンネル照明等に電力を供給



２．道路交通研究部における、
最新の話題

17



ETC2.0プローブ情報等を用いた
常時観測ＯＤ交通量の推定

18

最新の話題

出典）国土交通省道路局：第6回ICTを活用した新道路交通調査体系検討会資料、2022.11、
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/ict/pdf06/04.pdf

○ETC2.0プローブ情報、トラフィックカウンター交通量等の常時観測データを活用し、日々変動する日単位・時
間単位のOD交通量を推定するための手法について検討。



CCTVトラカンの導入・精度向上に向けた取り組み
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最新の話題

○ AIによる画像認識技術を用いて、道路管理用のCCTVカメラ映像から交通量を観測するシステ
ムを導入。交通量の常時観測カバー率の向上を目指す。

○昼間の全車種自動車交通量については、十分な精度を確保。
○（精度が確保できていない）車種別や夜間交通量の精度については、補正方法や精度向

上策を検討。

［ CCTVトラカン交通量データ］

自動車交通量：小型車、大型車（バス、普通貨物車）
●自動車交通量

混雑時
［7〜9時の1時間］

非混雑時
［9〜16時の2時間］

夜間

［20〜22時の1時間］

全車種 97.0%（77.6%） 96.6%（75.5%） 32.3%（24.1%）

小型車 52.3%（28.4%） 49.7%（29.0%） 31.8%（23.3%）

大型車 12.1%（ 6.9%） 13.9%（ 8.0%） 19.8%（13.3%）

［R2.3の精度確認結果］

時間別・車種別交通量
等の補正方法の検討

⇒過去の調査や近接のトラカン
データ等を活用した欠測値等の
補正方法

車種別・夜間交通量の
精度向上に向けた検討

⇒計測に適した画角への調整

⇒新規設置箇所の選定のため
の要件整理

※CCTVトラカンにより観測した交通量とカメラ映像を目視により観測した交通量を比較した精度
について、±10％以内の精度を確保したCCTVトラカンの割合。括弧は±5％以内の精度を
確保したCCTVトラカンの割合。



OD交通量逆推定手法の概要
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最新の話題

○断面交通量は、各OD交通量のうちその断面を通過する交通量の集合体。
○常時観測により得た断面交通量に整合する、「OD交通量」の推定手法の確立を目指す。
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